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山鹿市生活困窮者家計改善支援事業業務委託仕様書 

 

１ 委託する業務の名称 

山鹿市生活困窮者家計改善支援事業業務 

 

２ 業務の目的 

家計収支の均衡がとれていないなど、家計に課題を抱える生活困窮者からの相談に応じ、

相談者と共に家計の状況を明らかにして家計の改善に向けた意欲を引き出した上で、家計

の視点から必要な情報提供や専門的な助言・指導等を行うため、本業務を実施する。 

 

３ 支援対象者 

生活困窮者のうち次のいずれかに該当する者。ただし、生活保護受給者は本業務の対象

者としない。 

（1） 市内に居住している生活困窮者 

（2） 居住地がなく現に市内に滞在する生活困窮者 

（3） その他発注者が支援の必要があると特に認めた者 

 

４ 委託期間 

令和８年４月１日から令和１０年３月３１日までとする。（２年間） 

 

５ 業務実施地域 

山鹿市全域を原則とする。ただし、市外関係機関への同行等の活動を妨げるものではな

い。 

 

６ 前提条件 

(1) 必要な備品の準備 

本業務の実施に必要な備品（パソコン等）及び物品については、受注者が用意するこ

と。 

(2) 利用料徴収の禁止 

受託者は、本業務の実施に当たり支援対象者から利用料を徴収してはならない。 

(3) 問合せ・苦情対応 

本業務の実施に当たり、申込み及び問合せについては、原則として受注者が対応する

こととする。支援対象者と業務従事者間のトラブルへの対応は、原則として受注者の責

任において、迅速かつ誠実な対応を行うとともに、速やかに発注者に報告すること。ただ

し、特に重要と思われる事態が発生した場合は、直ちに発注者に報告し、対応を協議する

こと。 

(4) 信用失墜行為の禁止 

本業務の実施に当たり、住民及び発注者の信用を失墜する行為を行ってはならない。 

(5) 資料等の適正な保管 

個人情報を含む書類については、適切かつ厳重に管理すること。 
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(6) 危機管理 

事故や災害、様々な障害等の緊急事態が発生した場合においても、本業務の実施に支

障を来すことのないよう、十分な対応策及び緊急時の体制を整備すること。 

 

７ 業務内容 

受注者は次の業務を実施するものとする。この場合において、本業務は、生活困窮者自

立相談支援事業等実施要綱（平成２７年７月２７日付社援発0727第２号別紙）別添８に定

める家計改善支援事業実施要領に基づき実施するものであるため、本業務の実施に当たっ

ては、当該実施要綱及び実施要領に準拠することとする。 

(1) 家計管理に関する支援 

相談者と共に、家計表やキャッシュフロー表を活用して、家計の見える化を図るとと

もに、家計収支の均衡を図るなどの出納管理の支援を行い、家計を相談者自らが管理で

きるよう支援を行うこと。 

(2) 滞納（家賃、税金、公共料金等）の解消や各種給付制度等の利用に向けた支援 

アセスメント段階で聞き取った相談者の状況や家計の状況、滞納状況などを勘案して

徴収免除や徴収猶予、分割納付等の可能性を検討し、発注者の担当部署や事業所などと

の調整や申請等の支援を行うこと。 

(3) 債務整理に関する支援（多重債務者相談窓口との連携等） 

多重・過重債務等により債務整理が必要な者などに対しては、多重債務者相談窓口等

と連携し、必要に応じて法律専門家へ同行して債務整理に向けた支援を行うこと。 

(4) 貸付のあっせん 

相談者の家計の状況を把握し、一時的な資金貸付が必要な場合、貸付金の額や使途、家

計再生の見通しなどを記載した「貸付あっせん書」を作成し、本人の家計の状況や家計再

生プランなどを貸付機関と共有し、貸付の円滑・迅速な審査につなげること。 

(5) 自立相談支援機関等との連携体制の構築 

  自立相談支援機関と、相談者の状況変化等の必要な情報を共有し、適切に連携を図る

ための体制を構築すること。それに際して、生活困窮者の把握及びアウトリーチ、相談

者支援のアセスメント、家計再生プランの策定、支援調整会議への参加、相談者のモニ

タリング、プランの評価等を行うこと。 

  また、都道府県社会福祉協議会等公的貸付制度を実施する機関及び消費生活協同組合

等民間の貸付事業を実施する機関との連携により、相談者の資金ニーズを充足できるよ

う支援すること。 

 

８ 業務実施体制 

(1) 家計改善支援員の配置 

家計改善支援員を受託者の事務所（市内に限る。）に１名配置すること。なお、家計改

善支援員は、次のいずれかに該当し、その職務又は従事の経験が２年以上あり、及び原則

として厚生労働省が実施する養成研修を受講し、修了証を受けた者など、生活困窮者へ

の家計に関する相談支援を適切に行うことができる人材であること。 

ア 消費生活専門相談員、消費生活アドバイザー又は消費生活コンサルタントの資格を
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有する者 

イ 社会福祉士の資格を有する者 

ウ 社会保険労務士の資格を有する者 

エ ファイナンシャルプランナーの資格を有する者 

オ その他アからエまでに掲げる者と同等の能力又は実務経験を有する者 

(2) 実施日及び実施時間 

ア 実施日 

毎週３日以上の支援日を設けて本業務を実施すること。ただし、土曜日、日曜日、祝

日、年末年始（１２月２９日から翌年の１月３日まで）及び発注者と受注者の協議によ

り特に定める日を除く。 

イ 実施時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時は休憩時間とす

る。なお、相談又は支援の状況によっては、受注者及び発注者との協議により必要に応

じて変更することがある。 

(3) 家計改善支援員の研修 

資質向上を図るため、家計改善支援員への研修は受注者において行うものとする。 

 

９ 業務実施の手順 

(1) 本業務の実施に当たっては 「家計改善支援事業の手引き」（令和７年４月１日付け社

援地発0401第２４号厚生労働省社会・援護局地域福祉課長通知の別添４）などの関連通

知を参照すること。 

(2) 相談支援に当たっては、「家計改善支援事業の手引き」別冊に掲載している様式を参

考にして、使用すること。 

(3) 関係機関と個人情報を共有する場合は本人から同意を得ておくことなど、個人情報の

取扱いについて適切な手続きを踏まえること。 

 

１０ 委託業務の対象となる経費 

  本事業の費用を積算する上で対象となる経費は、次のとおりとする。 

費 目 摘 要 

給料 雇用契約に基づく常勤の職員への給料（賞与を含む。） 

職員手当等 雇用契約に基づく常勤の職員への各種手当 

共済費 雇用契約に基づく常勤及び非常勤の職員の受注者負担分社会保

険料 

報償費 講師を依頼した際の謝礼等 

旅費 研修等を受講させるために必要な出張の旅費 

需用費 消耗品費、燃料費、印刷製本費、修繕料 

会議費 研修参加費等 

役務費 通信運搬費、手数料、保険料等 
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使用料及び賃借料 複写機、プリンター、什器、車両等の使用料及び賃借料 

備品購入費 本事業を実施する上で必要となる事務用備品購入費 

※受注者の資産となるもの（単価３０万円以上の備品等）は対象

外とする。 

  ※ 参考：別紙費用設計書（金額抜き） 

 

１１ 関係書類の提出 

受注者は、本業務の実施に当たり、本仕様書の内容に基づき次の関係書類を作成し、そ

れぞれ指定する期限までに提出しなければならない。ただし、様式は、発注者が指示しな

いものは任意とする。 

(1) 業務実施に関する各種報告 

受注者は、前月の業務の実施状況等を記載した報告書等を作成し、翌月１５日（ただ

し、休日等の場合は翌開庁日）までに、発注者に提出するものとする。なお、内容につい

ては、以下の内容とおり例示するが、その他必要性がある場合は、発注者が別途指示す

る。 

ア 業務従事者の勤務状況（月表） 

イ 支援実施状況（相談者数、プラン作成件数、支援内容、支援終結者数等（月計・年

計）） 

ウ 相談者等からの意見苦情等（月計・年計・随時） 

エ 厚生労働省及び調査機関から求められる報告等（随時） 

オ その他必要と認められる報告等（随時） 

(2) 業務終了後の報告 

業務終了後に、業務完了報告書を各年度の末日に提出すること。 

(3) その他 

(1)及び(3)までに定めるもののほか、受注者は、発注者からの指示に基づき、適宜、必

要な書類を作成し、提出するものとする。 

 

１２ 業務の適正実施に関する事項 

受注者は、業務の実施に当たり、次に掲げる条件を遵守すること。 

(1) 再委託の禁止 

受注者は、本委託業務の全部又は一部を第三者に請け負わせ、若しくは委任してはな

らない。ただし、あらかじめ書面により発注者の承認を得た場合は、当該業務の一部を第

三者に請け負わせ、又は委任することができる。 

(2) 個人情報の管理 

   受注者は、個人情報保護体制を確立し、守秘義務の遵守と適切な管理体制を構築する

とともに、「別記 個人情報取扱特記事項」を遵守すること。 

(3) セキュリティの確保 

受注者は、情報漏えい対策をはじめとする必要なセキュリティを確保すること。また、

受注者が使用するパソコン等を発注者のネットワークに接続することは認めない。 

(4) 情報開示 
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発注者が受注者に対し、本業務に関する情報の開示を求めた場合には、受注者はこれ

に協力しなければならない。 

(5) 調査・検査 

業務委託費が適正に活用されているかどうかを判断するため、発注者が受注者に対し、

本業務に係る各種会計書類等の確認や調査を行う場合がある。また、本業務は国の生活

困窮者自立支援制度の補助事業となっているため、会計検査院及び熊本県の実地検査等

の対象事業となる場合があることに留意すること。 

 

１３ 業務の引継ぎ 

本業務の履行期間が満了するとき、又は本業務に係る契約書に基づき契約を解除する

ときは、受注者は、業務の実施に関する留意事項等を取りまとめた引継書を作成し、発注

者が指定する期限までに提出するものとする。なお、発注者が引継未完了と認めた場合

は、委託期間終了後であっても無償で引継ぎを行うこと。 

発注者は、受注者が上記の規定に違反し損害が生じた場合には、受注者に対しその損

害額の賠償を求めるものとする。 

 

１４ その他 

(1) 関係法令の遵守 

受注者は、本業務の実施に際し、労働関係諸法令その他関係法令を遵守するとともに、

法令上の全ての責任を負うものとする。 

(2) 発注者との連携 

本業務の実施に当たっては、発注者と連携を密にして業務を行うこと。また、疑義が生

じた場合は、発注者及び受注者双方が協議の上、対応を決定するものとする。 

(3) 権利の帰属及び目的外利用等の禁止 

本業務により得られたデータ及び成果品等は、発注者に帰属するものとし、これを本

業務以外の目的で利用してはならない。また、発注者に無断で第三者に提供してはなら

ない。本業務の契約終了後及び解除後においても同様とする。 

(4) 契約終了後の本業務に関するデータの取り扱い 

委託業務契約終了後、直ちに本業務に関する電子データを発注者へ引き渡し、受注者

が所有するパソコン内に残存するデータは、責任を持って消去すること。後に、消去を確

認できる書類を提出すること。 

(5) 協議等 

本仕様書に定めのない事項及び仕様について生じた疑義については、発注者及び受注

者双方が協議し決定するものとする。  



- 6 - 

別記 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 山鹿市（以下「甲」という。）がこの契約において個人情報（特定個人情報を含む。以下

同じ。）を取り扱わせる者（以下「乙」という。）は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契

約による事務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては、山鹿市個人情報保護条例及び

山鹿市情報セキュリティポリシーその他個人情報の保護に関する法令等（特定個人情報を取り

扱わせる者にあっては、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律を含む。以下同じ。）を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適

正に取り扱わなければならない。 

（適正な管理） 

第２条 乙は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの防止その

他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、個人情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、管理責任者を特定し、甲に通

知しなければならない。 

３ 乙は、第１項の目的を達成するため、個人情報を取り扱う場所及び個人情報を保管する場所

（以下「作業場所」という。）において、入退室の規制、防災防犯対策その他の安全対策を講じ

なければならない。 

４ 乙は、委託業務に着手する前に前２項に定める安全対策及び管理責任体制について甲に報告

しなければならない。 

５ 乙は、第２項及び第３項に定める乙の安全対策及び管理責任体制に関し、甲が理由を示して

異議を申し出た場合には、これらの措置を変更しなければならない。なお、措置の変更に伴い

経費が必要となった場合は、その費用負担について甲と乙とが協議して決定する。 

 （秘密の保持） 

第３条 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不

当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

２ 乙は、この契約による事務の処理に従事している者に対し、この契約による事務に関して知

り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう必要かつ適切な監

督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第４条 乙は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事務を処

理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

（目的外利用の禁止等） 

第５条 乙は、この契約による事務に係る個人情報を当該事務を処理する目的以外に利用しては
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ならない。ただし、特定個人情報を除く個人情報にあっては、甲の指示又は承諾があるときは、

この限りでない。 

 （複写及び複製の禁止） 

第６条 乙は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事務を処理す

るに当たって甲から提供された個人情報が記録された、文書、図面、写真、フィルム及び電磁

的記録（以下「資料等」という。）を複写し、又は複製してはならない。ただし、事務を効率的

に処理するため、乙の管理下において使用する場合は、この限りでない。 

 （作業場所の外への持出禁止） 

第７条 乙は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事務を処理す

るために甲から貸与され、又は乙が収集し、複製し、若しくは作成した個人情報が記録された

資料等（複写及び複製したものを含む。）について、作業場所の外へ持ち出してはならない。 

 （再委託の禁止等） 

第８条 乙は、この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、第三者

に取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、甲の書面による承諾を得た場合は、この限

りでない。 

２ 乙は、前項ただし書の規定により個人情報を取り扱う事務を第三者（以下「再受託者」とい

う。）に取り扱わせる場合には、再受託者の当該事務に関する行為について、甲に対し全ての責

任を負うものとする。 

３ 乙は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、乙及び再

受託者がこの規定を遵守するために必要な事項並びに甲が指示する事項について、再受託者と

約定しなければならない。 

４ 乙は、前項の約定において、甲の提供した個人情報並びに乙及び再受託者がこの契約による

事務のために収集した個人情報を更に委託するなど第三者に取り扱わせることを例外なく禁止

しなければならない。 

（資料等の返還） 

第９条 乙は、この契約による事務を処理するために甲から貸与され、又は乙が収集し、複製し、

若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又は解除された後直ち

に甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該方法による

ものとする。 

 （報告及び検査） 

第１０条 甲は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、乙に対し、個

人情報の管理状況及び委託業務の履行状況について、報告を求めることができる。 

２ 甲は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、情報の管理の状況及

び委託業務の履行状況について、実地の監査、調査等を行うことができる。 

３ 前２項の場合において、報告、資料の提出又は検査に直接必要な費用は、乙の負担とする。
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ただし、甲の故意又は過失により、過分の費用を要した分については、甲がこれを負担しなけ

ればならない。 

（事故発生時等における報告） 

第１１条 乙は、個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の事故が生じ、又は生ずるおそれ

があることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。この契約が終

了し、又は解除された後においても同様とする。 

 （研修の実施及び誓約書の提出） 

第１２条 乙は、従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき事項並びに従事

者が負うべき山鹿市個人情報保護条例その他個人情報の保護に関する法令等に基づく罰則の内

容及び民事上の責任についての研修を実施し、個人情報保護に関する誓約書（様式１）及び研

修実施報告書（様式２）を甲に提出しなければならない。 

２ 乙は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、再受託者

に対し、前項に定める研修を実施させ、個人情報保護に関する誓約書（様式１）及び研修実施

報告書（様式２）を乙に提出させなければならない。 

３ 前項の場合において、乙は、再受託者から提出された個人情報保護に関する誓約書（様式１）

及び研修実施報告書（様式２）を甲に提出しなければならない。 

 （契約の解除及び損害の賠償） 

第１３条 甲は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及び損害賠償の請求をするこ

とができる。 

 (1) この契約による事務を処理するために乙又は再受託者が取り扱う個人情報について、乙

又は再受託者の責に帰すべき理由による漏えいがあったとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、この特記事項に違反し、この契約による事務の目的を達成す

ることができないと認められるとき。 
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様式１ 

個人情報保護に関する誓約書 

 

 山鹿市⾧ 様 

 

 山鹿市の個人情報を取り扱う事務に従事するにあたり、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき

事項並びに山鹿市個人情報保護条例その他個人情報の保護に関する法令等に基づく罰則の内容及

び民事上の責任についての研修を受講しました。 

 山鹿市個人情報保護条例その他個人情報の保護に関する法令等及び個人情報取扱特記事項を遵

守し、個人情報を適切に取り扱うことを誓約いたします。 

 

研修受講日 所 属 担当業務 氏 名 
（自署又は記名押印） 
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様式２ 

年  月  日 

 

 山鹿市⾧ 様 

 

法  人  名 

代表者職氏名 

 

 

研修実施報告書 

 

 山鹿市個人情報保護条例第１３条第２項の規定に従い、山鹿市の個人情報を取り扱う事務に従

事する者に対し、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき事項並びに山鹿市個人情報保護条例その

他個人情報の保護に関する法令等に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての研修を実施し

ましたので、別紙個人情報保護に関する誓約書（様式１）（全  枚）のとおり提出いたします。 

 
 



●単年度分

内訳

1人×週3/5日

1回×1人

コピー用紙その他事務用品費

ガソリン代

資料作成費等

研修参加費1回×1人

任意自動車保険料

●2年間分

単年度計 × 2年 ＝

山鹿市生活困窮者家計改善支援事業業務委託料設計書

【業務委託期間：令和8年4月1日～令和10年3月31日】

（単位：円）

種別
金　額

内　容 積　算　根　拠 備　考

事
　
業
　
費

給料 給料（支援員1人週3日分）（賞与を含む）

職員手当等 通勤手当等

共済費 社会保険料等事業主負担分等

旅費 研修旅費

需用費

消耗品費

燃料費

印刷製本費

会議費 会議費(研修参加費等)

役務費 当該事業利用分保険料　1台週3/5日分

使用料及び賃借料
パソコンリｰス料（保守費込み）（1台週3/5日分）

当該事業利用分車両リース料（諸経費込み）（1台週3/5日分）

小計

消費税等相当額 10%

合計


